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当ニュースレターでは直近の法改正や新政令・通達及び、税務・税関当局から直近で発行されたオフィシャル

レターによる税務見解をダイジェストでご紹介させていただきます。

今回のニュースレターのテーマは以下の通りです。

1. 税務管理

2. 法人税（CIT) 

3. 間接税

4. 個人所得税（PIT）

5. 外国契約者税（FCWT）

6. トレード及び税関

※当資料は弊社によるニュースレターの要約版となります。詳細につきましては英語版又はベトナム語版の添付ニュースレターを

ご参照ください。
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ガイダンス

電子商取引及びデジタルプラットフォー

ムベースの事業活動に対する徴税管理

の強化

2022年10月1日、首相は、電子商取引及

びデジタルプラットフォームの事業活動に対す

る徴税管理のパフォーマンスを向上させる為

に、Dispatch No. 889/CĐ-TTgを発行しま

した。主な情報は以下の通りとなります。

• ベトナム国家銀行は、税務管理法に基

づき、電子商取引活動からベトナムを源

泉とする収入を得ている海外の組織や

個人に代わり、商業銀行及び金融機関

と調整し、源泉徴収及び納税を行う責

任を負っている。

• 法務省は、Official Letter No. 

126/2020 / ND-CPのいくつかの条項を

修正・補足する政令草案について早急に

コメントを出す。

注：2022年10月19日に発行された

Dispatch No. 889/CĐ-TTgに関する税務

アラートもご参照ください。

（首相官報発行の2022年10月1日付
Dispatch No. 889/CĐ-TTg)

情報文書

販売時点管理局(「POS」)から生成
された税務当局の識別コードを使
用して電子請求書を適用するため
の実装計画

税務管理
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ガイダンス

取引活動からの収入は法人税の優遇

措置の対象とはなりません

企業が、現在法人税(「CIT」)の優遇措置を

享受している投資プロジェクトに関連しない

取引活動を行っており、かつ増資や資産拡

大を目的とした投資活動をしない場合、当

該取引活動からの収入はCIT優遇措置の

適用対象とはなりません。

(税務総局発行の2022年8月9日付
Official Letter No.2910/TCT-CS）

ヴァンバンフンダン

アウトソーシングを行った後に完成した製

品における販売収入は、法人税の優遇

措置を受ける権利があります

顧客から要求された製品の加工中に、企業

が他の工業団地にある企業と契約し、材料

を供給、特定のプロセスを実行、品質チェッ

クを実施し、処理された加工材料を返送し

て、当該企業が製品を完成させる場合、そ

のような活動は商業加工取引と見なされま

す。

VVĂN BẢN HƯỚNG DẪN

アウトソーシング処理後に製品を完成さ

せることによる収入は、法人所得税の

優遇措置を受ける権利があります

アウトソーシング及び商品検査から生じる費

用は、企業の生産活動にかかる費用であり

ます。従って、企業の処理及び検査活動か

ら生じた全ての収入は、優遇対象となってい

る地域に基づいてCIT優遇を受ける権利があ

ります。企業は、税制上の優遇措置の条件

、優遇税率、免税、減額期間を自己決定

し、規制に基づいて税務当局に申告する必

要があります。

(バクザン省税務局発行の2022年10月12
日付Official Letter No.6089/CTBGI-
TTHT）

法人税（CIT）
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ガイダンス

輸出加工区で行われる仲介サービスの

付加価値税率

企業がベトナムの輸出加工区に所在する顧

客に仲介サービスを提供し、そのサービスが輸

出加工区内で実行及び消費される場合(す

なわち、輸出サービス)、規制に基づいて輸出

サービスの十分な契約及び銀行支払いバウ

チャーによってサポートされていれば、その後、

企業は0%のVATで、VATインボイスを発行

できます。

企業が国内企業及び外国企業に仲介サー

ビスを提供し、そのサービスがベトナムで実行

及び消費される場合、企業は10%のVATで

VATインボイスを発行する必要があります。

(ハノイ税務局発行の2022年9月23日付
Official Letter No.46742/CTHN-TTHT）

ヴァンバンホン・ドン

税制上の閉鎖手続きをまだ完了してい

ない、一時的に停止された事業のイン

ボイス発行

企業の請負業者が一時的に事業を停止し

、税制上の閉鎖手続きをまだ完了していな

いが、税務当局に事業停止が通知された

日以前に署名された契約を実行するために

顧客にインボイスを発行する必要がある場

合、請負業者は発生時に税務当局の識別

コードを記載した電子請求書を発行する必

要があります。

請負業者は、Official Letter No. 

123/2020 / ND-CPに添付された附属書IA

のフォームNo.06 / DN-PSDTに基づき、税

務当局の識別コードを含む電子インボイスを

発行するリクエストを提出する必要がありま

す。

(ハノイ税務局発行の2022年9月26日付
Official Letter No.46904/CTHN-TTHT）

ヴァンバンホン・ドン

独立支店から本社に資産を譲渡する

場合のインボイス発行・申告

ある会社の独立支店が資産、工具、商品

を本社に譲渡する場合、支店は規制に基

づいてVATインボイスを発行し、VATを申告・

納付する必要があります。

(バクニン省税務局発行の2022年10月4日
付Official Letter No.3238/ CTBNI-
TTHT)

間接税
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ガイダンス

パソコンから自ら印刷した個人所得税

の源泉徴収票を使用した登録

電子個人所得税(「PIT」)源泉徴収文書が

まだ展開されていない間、組織(税務当局

を含む)は、自らPIT源泉徴収バウチャーを発

行して使用することができます。

2022年7月1日以降、税務当局は税務当

局が印刷したPIT源泉徴収バウチャーの販

売を停止しています。ただし、まだ利用可能

なPIT源泉徴収バウチャーを購入した場合
は、引き続き使用できます。

(ハノイ税務局発行の2022年9月13日付

Official Letter No.45085/CTHN-TTHT
号)

個人所得税(PIT）
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ガイダンス

税務登録された外国事業者に対する

外国契約者税の申告

外国事業者が通達第80/2021 / TT-BTC

号の第76条、第77条、第78条、第79条

の規定に基づいて、ベトナムで税務登録、

税務申告、直接納税を行っている場合、こ

れらの外国事業者のサービスを使用する組

織は、外国事業者に代わって申告、源泉

徴収、及び税金を支払う必要はありません
。

(ハノイ税務局発行の2022年9月9日付
Official Letter No.44297/CTHN-TTHT)

ヴァンバンホン・ドン

設備の調達、建設、設置による所得

にかかる外国契約者税

外国の下請け業者が機器の調達、建設、

設置サービスの契約を締結し、ベトナムの外

国契約者にそのようなサービスを提供した場

合、ベトナムの外国の下請け業者が得た収
入は外国契約者税の対象となります。

ヴァンバンホン・ドン

外国請負業者 設備の調達、建設、

設置による所得に対する源泉徴収税

外国の下請け業者が規制されている税務

当局への直接税登録及び申告の要件を

満たしている場合、外国契約者は外国の

下請業者に代わって申告・納税する必要

はありません。要件が満たされていない場

合、外国契約者は、外国の下請け業者が

受け取った総所得に対し、外国の下請け

業者に代わって税金を申告し、支払う責任
があります。

(バクニン税務局発行の2022年10月5日
付Official Letter No.3330/CTBNI-TTHT
号)

外国契約者税

（FCWT）
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トレード及び税関

ガイダンス

輸出加工企業の設立許可を付与す

る際に、税関監督条件を考慮しない

点について

投資登録証明書の発行前に投資登録機

関は輸出加工企業（以下、「EPE」）およ

びその支店（ある場合）が、政府発行の

2022年3月28日付政令第35/2022/ND-

CP号に規定される税関監督要件に満たし

ているかに関して税関当局に相談すること

はありません。

税関当局はEPEが正式に操業を開始する

前に、税関監督要件を満たす可能性につ

いて検査・認証を行います。EPE に適用さ

れる税関監督要件への検査、認証、完了

や適用税制に関しては政府発行の2021 

年 3 月 11 日付Official Letter 
No.18/2021/ND-CP号に基づいて実施さ

れます。

EPEまたはその支店（ある場合）が税関

監督要件を満たさない場合、当該EPEを

管理する税関当局は投資登録当局にライ

センスを修正するように要請します。

(税関総局発行の2022年9月14日付
Official Letter No.3804/TCHQ-GSQL)

ヴァンバンフンダン

EPEに対するカメラシステムによる税関

の監督

税関総局は2022年3月2日付のDecision

第247/QD-TCHQ号で規定されたEPEに

対するカメラシステムによる税関の監督につ

いて通知しました。

これに伴い、地方税関当局は以下を行うこ

とになります。

• カメラ画像を監視し、不審な活動の兆

候を特定すること。

• 不審な活動の兆候が確認された場合、

カメラ画像に基づい活動の詳細をチェッ

ク・検証すること。

リスク評価指標に基づいて地方税関当局

は EPE の監督を毎月ローテーションで実施

します。

地方税関当局はEPEの外部委託倉庫を

含め、カメラシステムを通じてEPEの活動を

監督する計画を実施することになります。

(税関総局発行の2022年9月20日付
Official Letter No.3877/TCHQ-GSQL)

ヴァンバンフンダン

加工後の完成品をEPEから受け取った

場合、輸入関税と10％の付加価値税

（VAT）が課されます。

国内企業の場合:

国内企業が加工後の完成品をEPEから受

け取った場合、その国内企業は輸入関税

と10％のVATを申告・納付しなければなり

ません。

加工サービスを提供するEPEの場合:

国内企業に対してのEPEのアウトソーシング

活動がベトナムにおける販売活動、または

販売に関連する活動とみなされた場合、

当該EPEはこの加工活動に関する 10%の

VAT を別途計上し、税金を申告・納付し

なければなりません。

(税関総局発行の2022年9月14日付
Official Letter No.3805/TCHQ-TXNK）
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ガイダンス

EPE製品の国内市場への売却、清算

について

EPEは所有資産を国内市場に売却または

清算する場合、以下の条件に該当すれば、

税関手続きを行う必要がありません。

国内で購入され、税関申告が免除されて

いる製品であること、

また、海外から輸入されたが、輸入時の関

税義務および物品管理ポリシーをすでに満

たしている製品であること

EPEスキームによる税制優遇措置や管理

方法を適用した輸入製品を売却、清算す

る際の考慮事項について

輸入製品がEPEスキームに従って税制優遇

措置や管理方法を適用されている場合、

EPEは清算手続きを行う必要があり、以下

の方法から選択することになります。

• 製品の使用目的を変更するための通

関申告書を提出すること

• また、国内企業に製品を清算する際に、
みなし輸出入申告書を提出すること

ヴァンバンフンダン

オフィス内装工事の入札案件における資

産の売却・清算について

EPEは請負業者の技術設計書およびその

他の関連文書に基づき、輸入税および付

加価値税を申告・納付しなければならない。

ただし、塗料、接着剤、テープなど、建設工

程で使用された消耗品については、輸入

税と付加価値税の申告・納付を行う必要

がありません。

(税関総局発行の2022年9月29日付
Official Letter No.4067 / TCHQ-TXNK)

ヴァンバンフンダン

輸出製造のために保税倉庫から国内

市場に輸入される製品の輸入税と付

加価値税の取り扱いについて

税関総局は保税倉庫から国内市場へ移

動する製品に伴う輸入税と付加価値税の

取り扱いを以下の通り定めています。

• 保税倉庫と国内市場間の製品の売

買・交換は、輸出入活動と見なされる。

• 輸出製造のために保税倉庫から国内

市場に輸入された製品は

✓輸入税が免除され、

✓VATの課税対象とならない。

(税関総局発行の2022年10月6日付

Official Letter No.4199 / TCHQ-TXNK
及びOfficial Letter No.4200 / TCHQ-
TXNK)

新しい規制

原産地証明書のA4用紙への印刷

2022年10月15日より、原産地証明書

（以下、C/O）のフォームテンプレートは、

商工省の電子C/Oシステム

（https://ecosys.gov.vn）からダウンロー

ドし、ISO規格に沿ったA4サイズの白紙に

印刷することができるようになりました。

オンラインで入手可能なC/Oフォームテンプ

レートは、D、AANZ、AK、AI、AJ、E、AHK

、RCEP、CPTPP、VK、VJ、VC、VN-CUお

よびSフォームになります。

過去に商工省から購入した上記のC/O

フォームテンプレートは2023年4月15日まで

に使用することができます。

(商工省発行の2022年10月10日付
Notification No.257/TB-BCT)

トレード及び税関
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